
任
命

任
命

任
命

任
命

任
命

地
方
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
に
設
置
す
る
委
員
会

（
地
方
委
員
会
）

事
務
局

（
主
に
看
護
師
等
の

医
療
関
係
者
）

※
２

チ
ー
ム
の
メ
ン
バ
ー
は
､
主
に

非
常
勤
国
家
公
務
員
と
し
て

大
臣
に
よ
り
任
命
さ
れ
る
。

※
２

法
曹
界

※
１

チ
ー
ム
は
事
例
毎
に

編
成
さ
れ
る
。

※
１

医
療

安
全

調
査

委
員

会
（

仮
称

）
の

構
成

※
２

※
２

※
２

※
２

（
医
療
の
専
門
家
を

中
心
に
構
成
）

（
別

紙
２

）

有
識

者
（
医
療
を
受
け
る
立
場
を

代
表
す
る
者
等
）

調
査
チ
ー
ム

調
査
チ
ー
ム

調
査
チ
ー
ム

学
会

中
央
に
設
置
す
る
委
員
会

医
師
会
等

（
医
師
、
歯
科
医
師
、

薬
剤
師
、
看
護
師
等
）

病
院
団
体
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捜査機関との関係について 

 

○ これまで医療関係者を中心に、医療安全調査委員会（以下「委員会」

という。）と捜査機関との関係について明確化を求める意見が多く寄せ

られている。 

 

○ 今回の制度は、委員会からの通知を踏まえ、捜査機関が対応するとい

う、委員会の専門的な調査を尊重する仕組みを構築しようとするもので

ある。そのためには、委員会は適時適切に調査及び通知を実施する必要

がある。今回提案しているこのような仕組みが構築されれば、以下のよ

うになる。 

 

 

問１ 捜査機関は、捜査及び処分に当たっては、委員会の通知の有無を

十分に踏まえるのか。また、故意や重大な過失のある事例その他悪質

な事例に対象を限定するなど、謙抑的に対応すべきではないか。 

（答） 

１ 今回提案している仕組みにおいては、委員会の専門的な調査により、

医療事故の原因究明を迅速かつ適切に行い、また、故意や重大な過失の

ある事例その他悪質な事例に限定して捜査機関への通知を行うことと

している。また、委員会の調査結果等に基づき適切な行政処分を実施す

ることとしている。 

 なお、委員会からの通知は、犯罪事実を申告し犯人の処罰を求める意

思表示としての「告発」ではない。 

 

２ 医療事故についてこうした対応が適切に行われることになれば、刑事

手続については、委員会の専門的な判断を尊重し、委員会からの通知の

有無や行政処分の実施状況等を踏まえつつ、対応することになる。 

 

３ その結果、刑事手続の対象は、故意や重大な過失のある事例その他悪

質な事例に事実上限定されるなど、謙抑的な対応が行われることとなる。 

（別紙３） 
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問２ 遺族が警察に相談した場合や、遺族が告訴した場合に、捜査機関

の対応はどうなるのか。 

（答） 

１ 委員会の専門的な調査により、医療事故の原因究明が迅速かつ適切に

行われることになれば、遺族から警察に対して直接相談等があった場合

にも、遺族は委員会による調査を依頼することができることから、警察

は、委員会による調査を勧めることとなる。 

 

２ また、遺族から告訴があった場合には、警察は捜査に着手することと

なるが、告訴された事例について委員会による調査が行われる場合には、

捜査に当たっては、委員会の専門的な判断を尊重し、委員会の調査の結

果や委員会からの通知の有無を十分に踏まえて対応することが考えら

れる。 

 

 

問３ 委員会の調査結果を受け、行政処分が刑事処分より前になされる

ようになった場合、検察の起訴や刑事処分の状況は変わるのか。 

（答） 

１ 現在、医師法等に基づく処分の大部分は、刑事処分が確定した後に、

刑事処分の量刑を参考に実施されているが、委員会の調査による速やか

な原因究明により、医療事故については、医療の安全の向上を目的とし、

刑事処分の有無や量刑にかかわらず、医療機関に対する医療安全に関す

る改善命令等が必要に応じて行われることとなる。 

 

２ この場合、検察の起訴や刑事処分は、行政処分の実施状況等を踏まえ

つつ行われることになる。したがって、現状と比べ大きな違いが生ずる

こととなる。 

17



 

 

 

問４ 委員会から捜査機関に通知を行った場合において、委員会の調査

報告書やヒアリング資料等の扱いはどうなるのか。 

（答） 

１ 委員会の調査報告書については、公表されるものであるため、委員会

から捜査機関に通知を行った事例において、捜査機関が調査報告書を使

用することを妨げることはできない。 

 

２ 委員会による調査の目的にかんがみ、調査報告書の作成の過程で得ら

れた資料については、刑事訴訟法に基づく裁判所の令状によるような場

合を除いて、捜査機関に対して提出しない方針とする。 
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